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問題と目的
原級留置とは，学校で各学年の課程の修了の認定に当たって，当該学年の修了が認められず，引き
続き元の学年に留まって学習を続けることである。「学業不振」は学業成績の不良であり，原級留置
や退学の大きな原因である（cf.高専の場合は，黒田・宮川，1995）。本研究では原級留置措置となる
ケースのうち，学業不振を中心に検討する。
日本の多くの高校では原級留置がある一方，韓国では日本のような学業成績による原級留置制度は
なかった。しかし，2014年から韓国でも再履修制度が導入され，高校では 6段階（Aから F）の絶対
評価で Fを取った生徒はその科目を再履修することになっている（教育科学技術部，2012）。韓国の
再履修制度は日本の原級留置と同じ制度であるとは言えない。しかし，教科の学習が不足している生
徒がその科目を繰り返し学習することと，再履修しないと卒業が出来ない場合があるという点で韓国
の再履修制度は日本の原級留置制度とほぼ同等である。
OECD（2009）の調査によると東アジアで日本，上海，台湾，香港に留年制度があるが，韓国では
今まで留年制度が実施されていなかった。そこで原級留置制度がある日本と原級留置制度がない国と
の比較を行うためには韓国との比較は適切である。日本と韓国で原級留置制度の有無により，原級留
置制度についての考え方がどう異なるか比較を行い，原級留置制度が与える影響について検討する。
また調査時点では，韓国で再履修制度が導入前でこれから導入する予定であるため，今後，導入前と
導入後の比較が可能であると考えられる。そこで，本論文では原級留置制度をすでに実施している日
本と，2012年当時においてまだ再履修制度が導入されていなかった韓国で，原級留置制度が学習意
欲に与える影響について高校生を対象に比較を行う。
達成目標理論（Achievement goal theory）は，人は有能であることを求める存在で，その有能さ
を求めるために達成目標を設定すると規定する（Elliot & Thrash，2001）。達成目標の 4つの分類
（Pintrich，2000）には，習得接近目標（Mastery approach goal），習得回避目標（Mastery avoidance 
goal），遂行接近目標（Performance approach goal），遂行回避目標（Performance avoidance goal）が
ある（Table 1）。原級留置制度では，生徒はその措置を避けるため勉強に努めると考えられる。その
ため，達成目標の有能さの 2つの基準で接近目標より，回避目標の習得回避目標と遂行回避目標のほ
うが原級留置制度の影響がみられると考えられる。動機づけ理論では，学習への興味や関心によって
早稲田大学大学院教育学研究科紀要　別冊　24号―１　2016年９月
原級留置制度が学習意欲に与える影響
―日韓の高校生の比較―
金　　　賢　美
38 原級留置制度が学習意欲に与える影響（金）
もたらされる内発的動機づけではなく，義務，強制などによってもたらされる外発的動機づけのほう
が原級留置制度による影響がみられると考えられる。また ,原級留置制度が学習意欲に与える影響は
教科成績の上位の生徒と下位の生徒で差があると考えられるので，達成目標理論と動機づけの傾向を
指標に原級留置制度が学習意欲に与える影響について学業成績別に分類し検討を行う。 調査参加者
の客観的な教科成績の情報を収集するのは現実的に難しいため，教科成績の質問項目に対する調査参
加者の自己回答を分析対象とする。自己回答では，教科成績が自己肯定感などの主観的な自己評価を
媒介する可能性があるため，自分の全教科の成績を総合的，平均的，客観的に評価し回答するよう求
め，分析を行う。
原級留置措置は罰ではなく，学習量が足りない科目において基礎知識を獲得できるよう学習を促進
させるという教育的な趣旨をもっている（坂本・中野，1989，p56）。原級留置制度は，学習意欲の低
い生徒に対する刺激になり，教科内容での基礎知識をもたせるものとも考えられる。日本では，原級
留置制度は明治時代の近代学校制度導入から実施されているが（斉藤，2003）評価との関係，学習意
欲との関係で心理学の立場から行った原級留置制度についての研究は見当たらない。
金（2015）では，原級留置が学習意欲に与える影響について達成目標理論と動機づけ理論から検討
し，原級留置措置になりたくない理由について日本と韓国の高校生の比較を分散分析で行った。分析
した結果，達成目標の高い生徒が，低い生徒より原級留置制度があると勉強する傾向がわかった。ま
た交互作用があり，遂行回避目標の高群では学業成績の上位群より下位群の因子得点の平均値が高く
なっていた。動機づけ理論については，学業成績の上位群について内発的動機づけの中群の生徒のほ
うが高群の生徒より多く「原級留置制度があると勉強する」と答えた一方，学業成績の上，中，下位
群で外発的動機づけの高群の生徒が中群や低群より多く「原級留置制度があると勉強」すると答えた。
なお，日本と韓国で原級留置措置になりたくない理由の因子得点を平均値の高い順に並べると，日本
の高校生は，対人関係＞経済要因＞対人不安＞社会要因＞自尊感情であり，韓国は，自尊感情＞社会
Table 1　2つの基準と，接近―回避性との組み合わせによる 4つの達成目標
有能さの基準 接近への注目 回避への注目
個人内基準 習得接近目標
◦ 課題の熟達，学習，理解に着目。
◦ 自己の成長，進歩の基準や，課題の深い
理解の基準を使用。
習得回避目標
◦ 誤った理解を避け，学習しなかったり，
課題に熟達しないことを避ける。
◦ 課題に対して正確にできなかったかどう
か，良くない状態ではないかという基準
を使用。
相対基準 遂行接近目標
◦ 他者を優越したり打ち負かすこと，賢く
あること，他者と比べて課題が良くでき
ることに着目。
◦ クラスで一番の成績をとるといった，相
対的な基準の使用
遂行回避目標
◦ 劣等であることを避けたり，他者と比べ
て愚かだったり頭が悪いと見られないこ
とに注目。
◦ 最低の成績を取ったり，教室で一番でき
ないことがないように，相対的な基準を
使用。
（Elliot & Thrash, 2001; Pintrich, 2000に基づく）（上淵，2004，p88–107）
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要因＞対人不安＞経済要因＞対人関係で，日本と韓国では正反対の結果になっていた。
本研究では原級留置制度に伴う学習意欲の影響を，達成目標理論と動機づけ理論に基づいてパス解
析と多母集団分析で検討する。パス解析と多母集団分析により，原級留置制度が学習影響に与える影
響の全体的な傾向を国別，成績別に比較，分析できると考えられる。
本研究の目的は，原級留置制度が高校生の学習意欲に与える影響について，日本と韓国を比較し検
討することであり，3つの下位目標をおく。一つ目は，達成目標理論と動機づけ理論に基づいて原級
留置制度に伴う学習意欲への影響をパス解析により明らかにすることである。二つ目は，原級留置制
度に伴う学習意欲について日本と韓国の高校生を多母集団同時分析により比較・検討することであ
る。三つ目は，教科成績により上，中，下位群に分類し，日本と韓国の比較分析を行うことである。
原級留置措置の基準は厳しいとはいえないため，原級留置制度が学習意欲に与える影響は教科成績に
より異なると考えられる。
方　　法
1．調査期間と調査形式：日本：2012年 11月～ 12月，韓国：2012年 9月，質問紙調査
2． 調査対象者：日本では東京都立高等学校（全日制の普通科，学年制）の JA高校（偏差値：55）
108名と JB高校（偏差値：52）100名で，合計 208名であった。韓国の高校は平準化されている
ため高校別の偏差値の差は大きくない。韓国では日本の全日制の普通科に相当する 4つの高校の
生徒を対象に実施した。質問紙は著者が日本語を韓国語に翻訳し使用した。韓国では原級留置制
度がないため，質問紙調査では「もし原級留置制度があったら」という仮定の下で回答を求めた。
韓国での調査対象者は，4つの高校より合計 282名であった。調査は実施したものの，回答がす
べて同じ番号であったり，途中までしか回答していなかったり有効な回答と判断できない分を除
外し，日本では 200名（男：87名（43.5％），女：113名（56.5％）），韓国では 271名（男：135
名（49.8％），女：136名（50.2％））について分析を進めた。
3． 調査方法：高校の担任の教員や教科の教員が教室で質問紙を生徒に配布し，質問紙調査を実施し
た。韓国では再履修制度の導入前で，また原級留置制度と再履修制度がまったく同等の制度では
ないため，調査実施前に原級留置制度について十分説明をしてから，「もし原級留置制度があっ
たら」という仮定で質問紙に答えるようにした。
4．項目構成：
（1） 達成目標項目：藤田 （2010）の達成目標尺度の 16項目中，質問項目数を減らすため因子負荷量
が .60以下の項目を一つずつ削除し，12項目を使用した。5段階評定（1＝そう思わない～ 5＝そ
う思う）で回答を求めた。
（2） 動機づけ項目：桜井・高野（1985）の内発的―外発的動機づけ測定尺度の 60項目のうち，学習
と関連する 8項目を使用し，5段階評定（1＝そう思わない～ 5＝そう思う）で回答を求めた。
（3） 原級留置に伴う学習意欲項目：原級留置に伴う学習意欲項目は，「原級留置制度があると勉強す
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る」という内容の 6項目を著者が新たに作成し，5段階評定（1＝そう思わない～ 5＝そう思う）
で回答を求めた。
5． 教科成績：上，中の上，中，中の下，下で，自己回答してもらった。分析では教科成績を 3つに分
類し，上と中の上を上位群（28.5％），中を中位群（34.6％），中の下と下を下位群（36.9％）とした。
結　　果
1．因子分析　達成目標および動機づけと原級留置に伴う学習意欲との関連を全体的に分析するため，
因子分析では日本での 200部と韓国での 271部を合わせ，合計 471部の全データを使用した。
（1）達成目標項目　達成目標の 12項目について，最尤法（プロマックス回転）による因子分析を
行った。分析には SPSS21を用いた。その結果，予想通り 4因子として判断することが妥当と考え
られた。達成目標項目は，藤田が Conroy et al. （2003） と Wang et al.（2007）の達成目標尺度を参考
にして作成したものであり，本研究の因子分析の結果では 12項目中，11番の項目「できるかぎり多
くのことを学んでみるのが重要だ」は因子負荷量が低いため，削除することにした。4因子の構成は
藤田と同様であった。また，各下位項目におけるα係数の値はいずれも .79を超えていることから，
許容できる信頼性が確認できた。結果として，第 1因子は「遂行回避目標」，第 2因子は「習得回避
目標」，第 3因子は「遂行接近目標」，第 4因子は「習得接近目標」とした（Table 2）。
Table 2　達成目標の因子分析結果（プロマックス回転後の因子パターン行列，n＝471）
質問項目
因子負荷量
F1 F2 F3 F4
遂行
回避
α＝.88
10．他の人よりうまくできないところはかくしておきたい。
12．苦手なことがあるのを他の人に知られないようにしたい。
2．うまくできないところは，他の人に見せないようにしたい。
.93
.83
.76
－.01
－.03
.03
－.02
.05
.01
－.02
.01
－.03
習得
回避
α＝.86
4．教わったことが，すべて理解できているか気になる。
5．学んだことをすべておぼえているか心配だ。
8．教わったことが，しっかり習得できているか気になる。
－.03
－.05
.08
.93
.76
.73
.06
－.02
－.06
－.12
.09
.16
遂行
接近
α＝.81
3．他の人よりも，よくできていることが重要だ。
1．他の人と比較して，すぐれていることが重要だ。
7．他の人よりも，うまく見せることが重要だ。
－.04
.02
.16
.01
－.03
.02
1.02
.73
.45
－.07
.03
.12
習得
接近
α＝.79
6．学んでいることすべてをできるかぎり習得したい。
9．教わることは，すべてうまくできるようになりたい。
－.08
.09
－.03
.09
－.00
.05
.95
.63
因子間相関 F1 F2 F3 F4
F1 1.00
F2 .27 1.00
F3 .57 .31 1.00
F4 .28 .60 .30 1.00
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（2）動機づけ項目　動機づけの 8項目について，最尤法（プロマックス回転）による因子分析を行っ
た。その結果，予想通り 2因子として判断することが妥当と考えられた。2因子の構成は桜井・高野
と同様と解釈できる。また，各下位項目におけるα係数の値はいずれも .72を超えていることから，
許容できる信頼性が確認できた。結果として，第 1因子は「あたらしいことを勉強するのは，とても
たのしい」などで構成されていたため「内発的動機づけ」，第 2因子は「先生や親に「やりなさい」
といわれるので，勉強する」などで構成されていたため「外発的動機づけ」とした（Table 3）。
（3）原級留置に伴う学習意欲項目　原級留置制度に伴う学習意欲を測定するため，「原級留置制度
があると」ということを前提に項目を作成した。新たに作成した原級留置に伴う学習意欲の 6項目に
ついて，最尤法による因子分析を行った。その結果，予想通り 1因子として判断することが妥当と考
えられた。α係数の値は .89であり，十分な信頼性が確認できた。結果として，1因子は「原級留置
制度があると，私はもっと勉強すると思う」などで構成されていたため「学習意欲」と名付けた。「学
習意欲」は原級留置に伴う学習意欲であるが，ここでは学習意欲とする（Table 4）。
2．達成目標および動機づけと原級留置に伴う学習意欲との関連　動機づけが直接的に，あるいは
達成目標指向性を介して原級留置に伴う学習意欲につながるモデルを検討するため因子得点を利用し
パス解析を実施した。なお，SPSS21で因子得点を求め，パス解析の分析には Amos21を用いた。
Table 3　動機づけの因子分析結果（プロマックス回転後の因子パターン行列，n＝471）
質問項目
因子負荷量
F1 F2
内発的
動機づけ
α＝ .74
19. あたらしいことを勉強するのは，とてもたのしい。
14．おもしろいので勉強する。
13．できるだけたくさんのことを知りたいので勉強する。
18. むずかしい問題をとけると，とてもうれしくなる。
.72
.69
.69
.51
.05
.02
－.04
－.06
外発的
動機づけ
α＝ .72
16．先生や親に「やりなさい」といわれるので，勉強する。
15．先生や親にしかられたくないので，勉強する。
17. 先生や親にいわれるまでは，勉強する気にならない。
20. 先生や親にほめられたいので，勉強する。
.04
－.16
－.17
.34
.73
.72
.61
.53
因子間相関 －.21
Table 4　原級留置に伴う学習意欲の因子分析結果（n＝471）
質問項目
因子負荷量
F1
学習
意欲
α＝ .89
3. 原級留置制度があると，私はもっと勉強すると思う。
1. 原級留置制度があると，私はもっと勉強して学業成績をあげると思う。
6. 原級留置制度があると，私は学習時間をふやすと思う。
4. 原級留置制度があると，私は勉強がきらいでも勉強すると思う。
2. 原級留置制度があると，私は赤点の基準点以上を取るためすこしは勉強すると思う。
5. 原級留置制度があると，私は勉強しないといけないと思う。
.89
.81
.73
.72
.71
.65
42 原級留置制度が学習意欲に与える影響（金）
全体の評価基準としては，GFI，CFI，RMSEAを用い，GFI，CFIは 0.9以上あって 1に近いほど
当てはまりが良く，RMSEAは 0.05以下であれば当てはまりが良く，0.1以上であれば当てはまりが
良くないと判断した（豊田，2010，p. 18）。モデルの適合度が高くなるようにパスを取捨選択して探
索した。習得接近目標と習得回避目標と遂行接近目標と遂行回避目標との間には相関関係があり，こ
れらの変数の誤差の間にもパスを仮定した。全データ（n＝471）を用いて分析した結果，モデル全
体の適合度は GFI＝.984，AGFI＝.949，CFI＝.975，RMSEA＝.065であった。RMSEAは 0.05を若干
超えているが，GFI，CFI は 1に近い数値になっているので概ね当てはまりが良いと言える数値を示
した。モデルを Figure 1に示す。
全データの動機づけから原級留置に伴う学習意欲へのパスをみると，内発的動機づけからは有意で
はないが，外発的動機づけからのパスは有意であった。
全データの動機づけから達成目標へのパスをみると，内発的動機づけから達成目標の二つの分類で
習得目標に当たる習得接近目標と習得回避目標へのパスは有意であった。外発動機づけからは遂行目
標の遂行接近目標と遂行回避目標へのパスは有意であった。
全データの達成目標から学習意欲へのパスをみると，習得回避目標から学習意欲へのパスは有意で
あった。
3．日本と韓国の多母集団同時分析　Figure 1に示したパス解析モデルについて，日本と韓国によ
る多母集団同時分析を行った。Figure 2ならびに Figure 3は，2群についての多母集団同時分析の結
果である。モデルの適合度は GFI＝.965，AGFI＝.892，CFI＝.938， RMSEA＝.070であり，モデルの
適合は許容できるものであった。
小塩（2005）は，比較する 2つのパスが交わる部分の数値が絶対値で 1.96以上であればパス係数
の差が 5％水準で有意，絶対値で 2.33以上であれば 1％水準で有意，絶対値で 2.58以上であれば 0.1％
水準で有意と判断されるとしている。
Figure 1　達成目標および動機づけと原級留置に伴う学習意欲との関連（全データ，n＝471）
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4．日本と韓国の多母集団同時分析のパス係数の差　原級留置に伴う学習意欲について，日本と韓
国の多母集団同時分析に関するパス係数の差の検定を行った結果を Table 5に示す。外発的動機づけ
から学習意欲へのパスは 0.1％水準で有意，習得接近目標から学習意欲へのパスは 5％水準で有意な
差がみられた。日本のモデルでは外発的動機づけと習得接近目標から学習意欲へのパスが有意である
のに対し，韓国のモデルでは有意ではなかった。
Table 5～ 7の「内発」は内発的動機づけの因子得点，「外発」は外発的動機づけの因子得点，「意欲」
は原級留置制度に伴う学習意欲の因子得点，「遂回」は遂行回避目標の因子得点，「習回」は習得回避
目標の因子得点，「遂接」は遂行接近目標の因子得点，「習接」は習得接近目標の因子得点をそれぞれ
意味する。
5．日本と韓国の教科成績群別の多母集団同時分析　原級留置措置は試験の点数が基準を下回る場
合に適用されるため，教科成績により学習意欲に与える影響が異なると考えられる。そこで，教科成
Figure 2　達成目標および動機づけと原級留置に伴う学習意欲との関連（日本，n＝200）
Figure 3　達成目標および動機づけと原級留置に伴う学習意欲との関連（韓国，n＝271）
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績を上，中，下位群に分類し，動機づけが直接的にあるいは達成目標指向性を介して原級留置に伴う
学習意欲につながるモデルを検討するため，因子得点を利用しパス解析を実施した。
（1）教科成績上位群　Figure 1に示したパス解析モデルについて，日本と韓国の教科成績群別に多
母集団同時分析を行った。Figure 4ならびに Figure 5は，2群についての多母集団同時分析の結果で
Table5　日本と韓国の多母集団同時分析のパス係数の差の検定結果
国（n） 内発
→習回
内発
→習接
外発
→遂回
外発
→意欲
習回
→意欲
習接
→意欲
日本（n＝200） .21 .15 .15 .25 .19 .20
韓国（n＝271） .17 .19 .18 .01 .28 －.06
検定統計量 －.70 .28 .25 －2.71＊＊＊ .67 －2.09＊
注）＊は p＜ .05，＊＊＊は p＜ .001
Figure 4　教科成績群別の達成目標および動機づけと原級留置に伴う学習意欲との関連（日：上位群，n＝37）
Figure 5　教科成績群別の達成目標および動機づけと原級留置に伴う学習意欲との関連（韓：上位群，n＝95）
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ある。上位群のモデルの適合度は GFI＝.932，AGFI＝.788，CFI＝.897， RMSEA＝.081であり，モデ
ルの適合は許容できるものであった。
（2）教科成績中位群　Figure 1に示したパス解析モデルについて，日本と韓国の教科成績群別に多
母集団同時分析を行った。中位群のモデルの適合度は GFI＝.920，AGFI＝.751，CFI＝.855， RMSEA
＝.116であり，モデルの適合は許容できるものではないため，ここでは多母集団分析は行わないこと
とした。
（3）教科成績下位群　Figure 1に示したパス解析モデルについて，日本と韓国の教科成績群別に多
母集団同時分析を行った。Figure 6ならびに Figure 7は，2群についての多母集団同時分析の結果で
ある。下位群のモデルの適合度は GFI＝.945，AGFI＝.828，CFI＝.979， RMSEA＝.077であり，モデ
ルの適合は許容できるものであった。
Figure 6　教科成績群別の達成目標および動機づけと原級留置に伴う学習意欲との関連（日：下位群，n＝95）
Figure 7　教科成績群別の達成目標および動機づけと原級留置に伴う学習意欲との関連（韓：下位群，n＝86）
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6．教科成績群別の日本と韓国の多母集団同時分析のパス係数の差　原級留置制度に伴う学習意欲
について，日本と韓国のデータについて，教科成績群別に，多母集団同時分析に関するパス係数の差
の検定を行った結果を Table 6に示す。内発的動機づけから学習意欲へのパスにおいて，教科成績上
位群では 1％水準で有意，教科成績下位群では 5％水準で有意な差がみられた。教科成績の上位群で
日本のモデルでは内発的動機づけから学習意欲が有意ではないのに対し，韓国のモデルでは有意で
あった。教科成績の下位群では日本のモデルでは内発的動機づけから学習意欲へのパスが正の関係に
あるのに対し，韓国のモデルでは負の関係であった。
日本と韓国の国別の各因子の平均値と標準偏差を Table 7に示す。
考　　察
本研究では，原級留置制度が学習意欲に与える影響について，達成目標理論と動機づけ理論から検
討し，日本と韓国の高校生の比較を行った。動機づけが直接的に，あるいは達成目標指向性を介して
原級留置に伴う学習意欲につながるモデルを検討するため，因子得点を使用しパス解析を実施した。
全データの動機づけから原級留置に伴う学習意欲へのパスをみると，内発的動機づけからは有意で
はないが，外発的動機づけからのパスは有意な結果であった。原級留置制度は，義務，強制などによっ
てもたらされる外発的動機づけと関係すると考えられる。外発的動機づけが強い生徒ほど原級留置に
伴う学習意欲への影響が強いだろうという予想通りの結果が示された。
全データの動機づけから達成目標へのパスをみると，内発的動機づけから学習目標に当たる習得接
Table 6　教科成績群別の日本と韓国の多母集団同時分析のパス係数の差の検定結果
国（n） 内発
→習回
内発
→習接
内発
→意欲
外発
→遂回
外発
→遂接
外発
→意欲
習回
→意欲
日本　上（n＝37） .10 －.06 －.22 －.14 －.13 .40 .07
韓国　上（n＝95） .02 .20 .24 .17 .21 .13 .34
検定統計量 －.48 1.36 2.43＊＊ 1.68 1.82 －1.86 －.48
日本　下（n＝95） .19 .22 .19 .09 .08 .16 .30
韓国　下（n＝86） .33 .29 －.11 .27 .08 －.12 .34
検定統計量 .75 .15 －2.05＊ 1.46 .07 －1.87 .03
注）＊は p＜ .05，＊＊は p＜ .01
Table 7　日本と韓国の記述統計量
内発 外発 遂回 習回 遂接 習接 学意
日本
平均値 .14 －.09 －.36 －.06 －.31 －.16 －.25
標準偏差　 .84 .85 .87 .99 .95 1.00 1.01
韓国
平均値 －.10 .06 .27 .04 .23 .12 .18
標準偏差 .90 .90 .92 .90 .94 .87 .86
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近目標と習得回避目標へのパスは有意であった。外発的動機づけからは，遂行目標の遂行接近目標と
遂行回避目標へのパスは有意であった。この結果から，内発的動機づけから習得目標，外発的動機づ
けから遂行目標への影響が強いことが確認された。
仮説では達成目標の 4つのうち，学習意欲は，回避目標の遂行回避目標と習得回避目標とに関係が
みられると予想した。全データのパス解析では遂行回避目標から学習意欲へのパスは有意ではなかっ
たが，内発的動機づけが習得回避目標を介して原級留置に伴う学習意欲に影響を与えるという結果で
あった。習得回避目標は学習しなかったり，課題に熟達しないことを避けることである。Dowson & 
McInerney（2001）によれば，学習回避志向性（Work avoidance）は学業遂行に要する労力を最低限
にすることを意味し，怠慢，退屈，無気力，怒りの感情と関連する。習得回避志向性の観点から考え
ると，習得回避目標の高い生徒は原級留置措置にならないよう，学習しなかったり，課題に熟達しな
いことを避け，最低限の努力はするので，習得回避目標から原級留置制度に伴う学習意欲へのパスは
有意であったと考えられる。
原級留置に伴う学習意欲について，日本と韓国を比較するため多母集団同時分析を行った。その結
果，外発的動機づけから学習意欲へのパス，習得接近目標から学習意欲へのパスで有意な差がみられ
た。日本のモデルでは，外発的動機づけと習得接近目標から学習意欲へのパスが有意であるのに対
し，韓国のモデルでは有意ではなかった。日本と韓国の学習意欲の平均値と標準偏差をみると，日本
のほうが韓国より学習意欲の平均値が低く，学習意欲の標準偏差は大きい（Table 7）。OECD国際調
査（2012年）によると，2010年日本では高校卒業後の大学進学率が 51％で，高校生のうち，大学進
学する高校生は学習意欲が高い傾向がある反面，専門学校や就職などを目標とする生徒は学習意欲が
低い傾向があり学習意欲の平均値が低く，学習意欲の標準偏差が大きいと考えられる。2010年韓国
では高校卒業後の大学進学率が 71％であり，日本より多くの高校生が大学進学を目標としているこ
とから学習意欲の平均値が高く，学習意欲の標準偏差も日本に比べ小さいと考えられる。このため日
本では学習意欲の平均値が低く，学習意欲の標準偏差が大きいため韓国に比べ有意なパスが多くなっ
ていると考えられる。
原級留置に伴う学習意欲について，日本と韓国を教科成績群別に比較するため多母集団同時分析を
行った。その結果，教科成績上位群と下位群で内発的動機づけから学習意欲へのパスで有意な差がみ
られた。教科成績上位群について，日本のモデルでは内発的動機づけから学習意欲へのパスが有意で
はないのに対し，韓国のモデルでは有意であった。教科成績下位群については，日本のモデルでは内
発的動機づけから学習意欲へのパスが正の関係であるが，韓国のモデルでは負の関係であった。日本
の教科成績の上位群では，内発的動機づけから学習意欲へのパスは負の関係で，外発的動機づけから
学習意欲へのパスは有意であり，原級留置制度は義務，強制などによってもたらされる外発的動機づ
けであるという予想通りの結果であった。しかし，韓国において同じ成績群では内発的動機づけと外
発的動機づけの差は日本ほど大きくなかった。つまり教科成績の上位群では内発的動機づけと外発的
動機づけから学習意欲へのパスは正の関係で，教科成績の下位群では内発的動機づけと外発的動機づ
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けから学習意欲へのパスは負の関係であった。これは，韓国は学歴社会であり，大学進学に大きな意
味があるためであると考えられる。大学進学を目指す教科成績上位群は原級留置制度により刺激を受
け，原級留置制度に伴う学習意欲の影響がみられるが，教科成績の下位群は大学進学が難しいことか
ら原級留置制度の有無とは関係なく学習に対して意欲を持たないため，原級留置制度に伴う学習意欲
に影響がみられないと考えられる。日本では動機づけの傾向により原級留置制度に伴う学習意欲への
影響が異なったが，韓国では教科成績の上位群，下位群により原級留置制度に伴う学習意欲への影響
が異なることが明らかになった。
本稿においては，韓国では再履修制度が導入される予定であったものの，調査時点では日本での原
級留置にあたる制度はなかったため，韓国の質問紙においては原級留置制度があるという前提で調査
を行った。今後は再履修制度導入後の韓国で同様の調査を行い，再履修制度が高校生の学習意欲に与
える影響について，導入前と導入後での比較分析を行いたい。その上で，改めて原級留置制度が学習
意欲に与える影響を日本の高校生と比較したい。
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